
検疫所等に導入した健康監視システムの通常検疫業務機能及び通常検疫業務システムの利用について(厚

生労働大臣宛て)

有効利用及び適切な運用の見直しが必要な健康監視システムの通常検疫業務機能及び通常検

疫業務システムの開発、運用、保守等に要した費用に相当する額(支出) １億１０６０万円

1 健康監視システム等の概要

厚生労働省は、新型インフルエンザの世界的な流行が発生した場合に、発生国からの全ての入国者が

健康監視の対象となり、検疫所、検疫所支所及び出張所（以下、これらを合わせて「検疫所等」とい

う。）から複数の自治体に対して、短時間に膨大な情報を送付する必要があることなどから、このため

の機能（以下「新型インフルエンザ検疫業務機能」という。）を備えた、データベースサーバ等で構成

されている健康監視システムを、平成22年3月から運用を開始することとして、職員が在勤する51検疫所

等のうち20検疫所等に導入している。そして、健康監視システムは、通常時における検疫所等の各種デ

ータ処理能力の強化に資することも目的としていて、検疫所等が管轄する空港や海港に来航する外国か

らの航空機や船舶に対して実施する検疫に関する各種の情報を管理する機能（以下「通常検疫業務機

能」という。）も備えている。

また、厚生労働省は全国的に統一した事務処理体制を提供することにより業務の統一化及び平準化を

図る必要があるとして、通常検疫業務機能をパーソナルコンピュータ単体で使用できるように改修した

システム（以下「通常検疫業務システム」という。）を、上記の20検疫所等を除いた31検疫所等に、22

年4月から運用を開始することとして導入している。

健康監視システム及び通常検疫業務システム（以下「健康監視システム等」という。）の23年9月まで

の開発、運用、保守等に要した費用は、システム開発、機能改修、システム用機器購入等に要した費用

が計7億1537万余円（21年度6億9342万余円、22年度2194万余円）、運用及び保守に要した費用が計9725

万余円（21年度546万円、22年度6510万余円、23年度2669万余円）、合計8億1263万余円となっている。

そして、前記の20検疫所等は、外国から来航する航空機及び船舶の数、乗客数等が多く、また、その

ほとんどが主に空港に係る業務を行っている。一方で、前記の31検疫所等は、外国から来航する航空機

及び船舶の数、乗客数等は前記の20検疫所等と比較して少なく、また、そのほとんどが主に海港に係る

業務を行っている。

2 本院の検査結果

健康監視システム等の導入時から23年7月までの利用状況を確認したところ、船舶の船名を入力する場

合に、入力欄の桁数が不足しているなどして入力作業が著しく煩雑となるなどの状態となっていたため、

海港に係る業務に対応する機能が業務上の使用に耐えないものとなっていることなどから、通常検疫業

務機能については、前記の20検疫所等のうち14検疫所等において全く利用されておらず、また、通常検

疫業務システムについては、導入した前記の31検疫所等の全てにおいて全く利用されていなかった。そ

して、これらの検疫所等は、市販のソフトウェアを利用して通常時の業務を実施していた。

このように、21年度から23年度までの間に、開発、運用、保守等の費用相当額1億1060万余円を要した

健康監視システムの通常検疫業務機能及び通常検疫業務システムが所要の機能を満たしていないことな

どから有効に利用されていない状況となっていた。

以上のように、開発、運用、保守等に多額の国費を投入している健康監視システムの通常検疫業務機

能及び通常検疫業務システムが、多数の検疫所等で有効に利用されていない事態は適切とは認められず、

是正改善を図る要があると認められる。



3 本院が求める是正改善の処置

健康監視システムの通常検疫業務機能及び通常検疫業務システムは、各検疫所等における各種データ

処理能力の強化、業務の効率化等を図るために導入したものである。

そして、20検疫所等に導入した健康監視システムは、新型インフルエンザ検疫業務機能を備えたシス

テムとして運用されており、また、成田空港検疫所のように膨大なデータを処理する必要のある検疫所

等においては、市販のソフトウェアではなく、通常検疫業務機能を利用して業務を行う必要があること

から、今後も運用を続ける必要がある。

一方、通常検疫業務システムは、新型インフルエンザ検疫業務機能とは切り離されたシステムであり、

通常検疫業務システムを導入した31検疫所等は、主に海港に係る検疫業務を行う検疫所等がほとんどで

あり、また、通常時の検疫業務として処理すべきデータ件数も健康監視システムを導入した20検疫所等

よりも比較的少なく、市販のソフトウェアを利用して支障なく業務を実施している。

ついては、貴省において、健康監視システムの通常検疫業務機能及び通常検疫業務システムの有効利

用及び適切な運用の見直しを行うよう次のとおり是正改善の処置を求める。

ア 健康監視システムの通常検疫業務機能については、海港に係る業務に対応する機能を除いて利用を

図ること

イ 健康監視システムの通常検疫業務機能のうち海港に係る業務に対応する機能及び通常検疫業務シス

テムについては、運用及び保守に要する費用やその他追加的に発生する機能改修費用等を抑えるため

に、運用の停止を含めた検討を行うこと


